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第43期定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

① 連結計算書類
連結株主資本等変動計算書……………………１頁
連結注記表………………………………………２頁

② 計算書類
株主資本等変動計算書…………………………７頁
個別注記表………………………………………８頁

本内容は、法令及び定款第16条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブ
サイト（https://www.himacs.jp/ir/meeting/index.html）に掲載するこ
とにより株主の皆様に提供しております。なお、監査役及び会計監査人が監査し
た連結計算書類及び計算書類は、「第43期定時株主総会招集ご通知」に記載され
た内容と本内容とで構成されております。

株式会社 ハイマックス

表紙
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連結株主資本等変動計算書 ＜2018年４月１日から2019年３月31日まで＞
（単位：百万円）

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 689 666 6,639 △883 7,110
連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △231 △231
親会社株主に帰属する当期
純利益 717 717

自己株式の取得 △0 △0
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － － 486 △0 486
当期末残高 689 666 7,125 △883 7,596

その他の包括利益累計額
純資産合計その他有価証券

評価差額金
退職給付に係る

調整累計額
その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 10 △29 △19 7,091
連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △231
親会社株主に帰属する当期
純利益 717

自己株式の取得 △0
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) △0 47 47 47

連結会計年度中の変動額合計 △0 47 47 533
当期末残高 9 18 27 7,624

（注）　記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。

－ 1 －
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴　連結の範囲に関する事項
連結子会社の状況
・連結子会社の数　　　　　　　　１社
・連結子会社の名称　　　　　　　株式会社エスビーエス

⑵　持分法の適用に関する事項
該当ありません。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に
より処理し、売却原価は総平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの　　　　　　　総平均法による原価法を採用しております。
ロ．たな卸資産の評価基準及び評価方法

仕掛品　　　　　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法により算定）を採用しております。

貯蔵品　　　　　　　　　　　最終仕入原価法を採用しております。
②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産　　　　　　　　定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に取得し
た建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

ロ．無形固定資産　　　　　　　　定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期
間（最長５年）に基づく定額法を採用しております。

③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収の可能性
を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　　従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額の当連結会計年
度対応分を計上しております。

ハ．役員賞与引当金　　　　　　　役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度における支給見込額に基づ
き計上しております。

ニ．受注損失引当金　　　　　　　受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における
受注契約に係る損失見込額を計上しております。

ホ．プログラム補修引当金　　　　プログラムの無償補修費用の支出に備えるため、過去の実績率により
将来発生見込額を計上しております。

－ 2 －
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④　重要な収益及び費用の計上基準
受注制作のソフトウエア開発に係る収益及び費用の計上基準

イ．当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる契約については進行基準（進捗
率の見積りは原価比例法）を採用しております。

ロ．その他の契約については完成基準を採用しております。

⑤　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
イ．退職給付に係る負債の計上基準

（退職給付見込額の期間帰属方法）
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法に
ついては、給付算定式基準によっております。

（数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法）
過去勤務費用については、発生した連結会計年度において一括費用処理しております。
数理計算上の差異については、翌連結会計年度において一括費用処理することとしております。

ロ．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、当
連結会計年度の費用として処理しております。

２．表示方法の変更に関する注記
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）
　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）を当連結会計
年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に
表示する方法に変更しております。

３．連結貸借対照表に関する注記
資産から直接控除した受注損失引当金
仕掛品　　　　　　　　　　　　　　136百万円

－ 3 －
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４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 6,206,496株 －株 －株 6,206,496株

⑵　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

イ．2018年６月22日開催の第42期定時株主総会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 110百万円
・１株当たり配当金額 22円50銭
・基準日 2018年３月31日
・効力発生日 2018年６月25日

ロ．2018年10月31日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 122百万円
・１株当たり配当金額 25円
・基準日 2018年９月30日
・効力発生日 2018年12月４日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
　2019年６月21日開催の第43期定時株主総会において次のとおり付議いたします。

・配当金の総額 122百万円
・配当の原資 利益剰余金
・１株当たり配当金額 25円
・基準日 2019年３月31日
・効力発生日 2019年６月24日

－ 4 －

連結注記表



2019/05/18 16:25:13 / 18482827_株式会社ハイマックス_招集通知（Ｆ）

５．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については預金等に限定し、資金調達については全て自己資金にて運営して
おり、外部からの調達は行っておりません。また、投機的なデリバティブ取引は行わない方針でありま
す。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては、当社グルー
プの与信管理規則に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状
況を１年ごとに把握する体制としています。

ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりま
す。
投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、取引先企業
との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
当社は、各部署からの報告に基づき財務部が適時に資金繰計画を作成・更新することにより、流動性
リスクを管理しております。

③　信用リスクの集中
当連結会計年度末における営業債権のうち34％が特定の大口顧客に対するものであります。

－ 5 －
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⑵　金融商品の時価等に関する事項
2019年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額

① 現金及び預金 5,570 5,570 -

② 売掛金 2,013 2,013 -

③ 長期預金 1,100 1,100 -

④ 買掛金 672 672 -

（注）金融商品の時価の算定方法
①　現金及び預金、②　売掛金、④　買掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっていま
す。

③　長期預金
満期のある預金については、期間に基づく区分ごとに、新規に預金を行った場合に想定される預金金利
で割り引いた現在価値により算定しております。

６．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 1,564円44銭
⑵　１株当たり当期純利益 147円24銭

－ 6 －
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株主資本等変動計算書 ＜2018年４月１日から2019年３月31日まで＞
（単位：百万円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資本準備金 その他

資本剰余金
資本剰余金

合計 利益準備金
その他利益剰余金 利益剰余金

合計別途
積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 689 666 0 666 66 4,678 1,357 6,101 △883 6,573
事業年度中の変動額

別途積立金の積立 - -
剰余金の配当 △231 △231 △231
当期純利益 691 691 691
自己株式の取得 △0 △0
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 - - - - - - 460 460 △0 459
当期末残高 689 666 0 666 66 4,678 1,816 6,560 △883 7,032

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証券

評価差額金
評価・換算
差額等合計

当期首残高 10 10 6,582
事業年度中の変動額

別途積立金の積立 -
剰余金の配当 △231
当期純利益 691
自己株式の取得 △0
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額) △0 △0 △0

事業年度中の変動額合計 △0 △0 459
当期末残高 9 9 7,041

（注）　記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。

－ 7 －
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券の評価基準及び評価方法

イ．子会社株式及び関連会社株式　総平均法による原価法を採用しております。
ロ．その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に
より処理し、売却原価は総平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの　　　　　　　総平均法による原価法を採用しております。
②　たな卸資産の評価基準及び評価方法

イ．仕掛品　　　　　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法により算定）を採用しております。

ロ．貯蔵品　　　　　　　　　　　最終仕入原価法を採用しております。
⑵　固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産　　　　　　　　　定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に取得し
た建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

②　無形固定資産　　　　　　　　　定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期
間（最長５年）に基づく定額法を採用しております。

⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収の可能性
を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　　従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額の当事業年度対
応分を計上しております。

③　役員賞与引当金　　　　　　　　役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見込額に基づき計
上しております。

④　受注損失引当金　　　　　　　　受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における受注
契約に係る損失見込額を計上しております。

⑤　プログラム補修引当金　　　　　プログラムの無償補修費用の支出に備えるため、過去の実績率により
将来発生見込額を計上しております。

⑥　退職給付引当金　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
の見込額に基づき計上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの
期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。
過去勤務費用については、発生した事業年度において一括費用処理し
ております。
数理計算上の差異については、翌事業年度において一括費用処理する
こととしております。

－ 8 －
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⑷　収益及び費用の計上基準
受注制作のソフトウエア開発に係る収益及び費用の計上基準

イ．当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる契約については進行基準（進捗率の
見積りは原価比例法）を採用しております。

ロ．その他の契約については完成基準を採用しております。
⑸　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

①　退職給付に係る会計処理　　　　退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未
処理額の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理
の方法と異なっております。

②　消費税等の会計処理　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象
外消費税及び地方消費税は、当事業年度の費用として処理しておりま
す。

２．表示方法の変更に関する注記
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）
　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）を当事業年度
の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示
する方法に変更しております。

３．貸借対照表に関する注記
⑴　資産から直接控除した受注損失引当金

　仕掛品　　　　　　　　　　　　　136百万円
⑵　関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

①　短期金銭債権 1百万円
②　短期金銭債務 12百万円

⑶　取締役、監査役に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。
①　短期金銭債務
②　長期金銭債務

0百万円
15百万円

４．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高は次のとおりであります。
①　仕入高 101百万円
②　営業取引以外の取引高 2百万円
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５．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 1,333,340株 79株 －株 1,333,419株

(注)　自己株式の数の増加は、株主からの単元未満株式の買取請求（79株）に応じたものであります。

６．税効果会計に関する注記
⑴　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
賞与引当金 169百万円
減価償却超過額 4百万円
未払事業税 18百万円
退職給付引当金 113百万円
長期未払金（役員・執行役員・理事退職慰労金） 4百万円
その他 108百万円

繰延税金資産小計 416百万円
評価性引当額 △13百万円
繰延税金資産合計 403百万円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △1百万円
繰延税金負債合計 △1百万円

繰延税金資産の純額 401百万円

⑵　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因
となった主要な項目別の内訳
法定実効税率 30.3%
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.7%
役員賞与引当金 0.7%
住民税均等割等
法人税税等の特別控除額

0.3%
△4.6%

その他 △0.1%
税効果会計適用後の法人税等の負担率 27.3%

７．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 1,444円92銭
⑵　１株当たり当期純利益 141円81銭
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